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愛知県においては、主に地方分権推進のための行政体制整備や自立した行財政運営

のための財政基盤の確立を目指し、市町村合併が進められた。 

 合併時の組織再編については、スケールメリットを活かした専門部署の設置や組織

拡充が行われ、平成２２年度調査以降においてますます専門的に事業に取り組むこと

ができるようになっている。 

 また、職員数や議員定数、特別職定数の削減については、現時点でも、非合併市町

村と比較して大きな効果があったと言える。 

 さらに、平成３０年度調査によれば、新たに「市町村の知名度や地域ブランド力の

向上」について、観光振興、企業誘致、マスコミ媒体への露出度、農産品等のブラン

ド化など様々な分野で合併の効果が現れている。 

 一方で、職員や議員の数が減っていく中、窓口サービス機能をはじめとする住民

サービスの低下や、住民の声が行政に届きにくいといった課題は今なお根強く残って

いる。これらの課題に対しては、サービスの低下を最小限に抑えるべく、合併市町村

において窓口サービス機能の維持や、地域自治区制度をはじめとする地域住民の声が

行政に届くような仕組みづくりが引き続き推進されている。 

さらに、利用できる公共施設の増加や、コミュニティバス等の整備による公共交通

の充実をはじめ、住民の利便性の向上が図られた事例も多く見受けられた。職員が減

少し、財源が限られている中にあっても、住民サービスの低下を招くのではなく、住

民の利便性の向上に繋がる効果が上がっていることは、各団体が合併後のまちづくり

において、合併により生じる効果や課題への対応と真摯に向き合った結果である。 

 また、周辺部の旧市町村地域の活力衰退は合併によるものだ、とする意見が一部に

あるが、この点についても平成３０年度調査で重点的に市町村へのヒアリングや現地

調査を行った。人口や商店の減少といったまちの賑わいの喪失について、合併による

直接的な影響があったと認められる団体はあるものの、大多数の合併団体において

は、まちの賑わいの喪失は、すでに生じていたり、今後生じることが想定されていた

とされ、合併による影響は軽微であったと考えられる。 

 合併市町村の多くは、今後、交付税の合併算定替や合併特例債（合併推進債）といっ

た財政優遇措置の終了により、厳しい財政運営を迫られることが想定されている。 

これらへの対応策としては、自主財源の確保や公共施設の統廃合・長寿命化等によ

るコストの削減に努めることとしている。併せて、今後更に人口減少が進む中、自治

体間の広域連携や多様な主体との協働といった、効率的で持続可能な行政サービスの

提供をしていくための体制整備を図ることも必要である。 

 県は、市町村が進めるこれらの取組みに対して、市町村がより効果的かつ円滑に事

業を推進することができるよう、有益な情報の提供や適切な助言を行うなど、継続的

な支援を行っていかなければならない。 
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